
 

 

芦屋市条例第２０号 

 

 

芦屋市子ども・子育て会議条例 

 

 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項の規定に

基づき，芦屋市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置

く。 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は，子ども・子育て支援法第７７条第１項各号に掲げる

事務を処理する。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は，委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 保育所関係者 

 (3) 幼稚園関係者 

(4) 保護者団体関係者 

(5) 子育て支援団体関係者 

 (6) 事業主団体関係者 

(7)  労働者団体関係者 

 (8) 市民 

 (9)  行政関係者 

(10)  前各号に掲げる者のほか，市長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期

間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

資料－３ 



第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選により定める。 

３ 会長は，会務を総理し，子ども・子育て会議を代表する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議は，会長が招集し，その議長となる。 

２ 子ども・子育て会議は，委員の過半数が出席しなければ，開くことができない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，

会長の決するところによる。 

４ 子ども・子育て会議は，必要があると認めるときは，委員以外の者の出席を求め，

意見を聴取するほか，資料の提出を求めることができる。 

（部会） 

第７条 子ども・子育て会議は，その定めるところにより，部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は，委員のうちから会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き，当該部会に属する委員のうちから会長の指名する者がこれ

に当たる。 

４ 部会長は，当該部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるとき，又は部会長が欠けたときは，当該部会に属する委員の

うちから部会長があらかじめ指名する者が，その職務を代理する。 

６ 前条（第３項を除く。）の規定は，部会の会議について準用する。 

（庶務） 

第８条 子ども・子育て会議の庶務は，子どもの政策に関する事務を所管する課にお

いて処理する。 

（補則） 

第９条 この条例に定めるもののほか，子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項

は，会長が子ども・子育て会議に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は， 公布の日から施行する。 

２ この条例の施行後，最初に委嘱又は任命された委員の任期は，第４条の規定にか

かわらず，平成２７年３月３１日までとする。  

 



（芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

３ 芦屋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１

年芦屋市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

   別表芦屋市立上宮川文化センター運営審議会の項の次に次のように加える。 

会長  日額 13,500 芦屋市子ども・子育て会議 

委員 日額 11,200 
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   子ども・子育て支援法抜粋 

 

（市町村等における合議制の機関） 

第７７条  市町村は，条例で定めるところにより，次に掲げる事務を処理するため，

審議会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。  

(1) 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し，第３１条第２項に規定する事項

を処理すること。  

(2) 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し，第４３条第３項に規定する事項

を処理すること。  

(3)  市町村子ども・子育て支援事業計画に関し，第６１条第７項に規定する事項を

処理すること。  

(4)  当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推

進に関し必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。  

２  前項の合議制の機関は，同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては，地域の

子ども及び子育て家庭の実情を十分に踏まえなければならない。  

３  前２項に定めるもののほか，第１項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な

事項は，市町村の条例で定める。  

（第４項及び第５項省略）   

 

（特定教育・保育施設の確認） 

第３１条 （第１項省略） 

２  市町村長は，前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとする

ときは，あらかじめ，第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置してい

る場合にあってはその意見を，その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ど

も・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

（第３項省略）  

 

（特定地域型保育事業者の確認） 

第４３条 （第１項省略） 

（第２項省略） 



３ 市町村長は，第１項の規定により特定地域型保育事業（特定地域型保育を行う事

業をいう。以下同じ。）の利用定員を定めようとするときは，あらかじめ，第７７

条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見

を，その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事

者の意見を聴かなければならない。  

（第４項から第６項まで省略） 

 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 （第１項省略） 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものと

する。 

(1) 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を

提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域

（以下「教育・保育提供区域」という。）ごとの当該教育・保育提供区域におけ

る各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数（第１９条第１項各号に

掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数とする。）、特定地域

型保育事業所（事業所内保育事業所における労働者等の監護する小学校就学前子

どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同項第３号に掲げる小学校

就学前子どもに係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施

しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

(2) 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子

ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

(3) 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育

の推進に関する体制の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、

次に掲げる事項について定めるよう努めるものとする。 

(1) 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確

保に関する事項 

(2) 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第４条第２項に規定する



障害児に対して行われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その

他の子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行

う施策との連携に関する事項 

(3) 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇

用環境の整備に関する施策との連携に関する事項 

（第４項から第６項まで省略） 

７ 市町村は，市町村子ども・子育て支援事業計画を定め，又は変更しようとすると

きは，あらかじめ，第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している

場合にあってはその意見を，その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ど

も・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。  

８ 市町村は，市町村子ども・子育て支援事業計画を定め，又は変更しようとすると

きは，あらかじめ，インターネットの利用その他の内閣府令で定める方法により広

く住民の意見を求めることその他の住民の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

（第９項から第１０項まで省略）                             


